
（2018年8月1日開催 アナリスト向け決算説明電話会議 プレゼンテーション要旨）

・TISの安達です。よろしくお願いいたします。
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・それでは、本日15時半に発表いたしました、当社の第1四半期決算の内容につきまして、決算説

明資料を使って説明させていただきます。
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・当第1四半期の業績は前年同期比増収増益となり、出足好調といえる内容だったと考えていま

す。

・好調な事業環境を背景に、売上高は964億円となり、前年同期比で46億円・5.1％の増収となりま

した。

・また、利益面は、営業利益が前年同期比7.6億円・15.2％増の58.2億円、親会社株主に帰属する

四半期純利益が前年同期比6.3億円・17.3％増の43.3億円となりました。
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・続いて、主要なセグメント別の状況です。当期から変更した新しいセグメントベースでのご説明と

なります。

・まず、「サービスIT」と「BPO」です。

・「サービスIT」は、決済関連ビジネスの拡大やERP更新需要の強まり等が、事業強化のための先

行投資費用増等を吸収したことから、売上高は前年同期比19.0％増の266億円、営業利益は前

年同期比22.4％増の14.7億円となりました。

・「BPO」は、売上高が前年同期比1.9％増の91億円と堅調な中、取引採算性の見直し等の取組み

を強化したことから、営業利益は前年同期比42.7％増の4.0億円となりました。
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・続いて「金融IT」と「産業IT」です。

・「金融IT」は、クレジットカード系が牽引し、大型開発案件の寄与及び根幹先顧客におけるIT投資

拡大の動きにより、売上高は前年同期比9.4％増の262億円、営業利益は前年同期比11.7％増

の22.9億円となりました。

・「産業IT」は、エネルギー系をはじめとして幅広い顧客のIT投資拡大の動き等により、売上高は前

年同期比2.1％増の409億円、営業利益は前年同期比18.2％増の16.0億円となりました。
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（説明省略）
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・営業利益の要因別増減分析を記載したものです。

・前年同期に比べて、増収効果で9.5億円の利益増、収益性改善で8.3億円の利益増の結果、売上

総利益が17.9億円増加しました。一方、販管費は構造転換に向けた対応強化による費用増を中

心に10.2億円増加しました。この結果、営業利益が7.6億円増加しました。

・なお、当第1四半期における不採算案件については、前年同期比でやや増加して3億円強という

実績でしたが、引き続き低水準に抑制することができたと考えています。
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・顧客業種別売上高の状況です。

・金融系は、カードが大型案件や根幹先が引き続き好調、銀行は反動減やピークアウトで前年同

期比マイナスでしたが、根幹先のメガバンクは増加しました。保険は大手生保をはじめとして幅

広く増加しました。

・製造はERP系等が好調、流通はようやく減少トレンドから反転してひと安心といったところです。

サービスはエネルギー系をはじめとして幅広く積み上がりました。公共の減少は前期に終了した

大型案件の影響によるものです。

8



・第1四半期の受注状況を掲載しています。

・当期から開示を開始する運用等の受注情報については、半期毎の開示としていますので、第1

四半期については「ソフトウェア開発」に係る受注情報のみとなります点、ご理解いただければと

存じます。

・当第1四半期の「ソフトウェア開発」に係る受注高は、前年同期比2.4％減の507億円という結果で

したが、これは金融ITにおける大型案件の反動減や特定顧客からの受注計上時期のずれの影

響が大きかったことによるものです。

・サービスITや産業ITは増加しており、金融ITも今申し上げた影響を除けば前年同期並みというこ

とから、実勢ベースでの受注状況は堅調であると認識しています。

・期末受注残についても、受注高と同じように反動減等の影響によって前年同期比では小幅減少

ということですので、ご心配いただくような状況ではないと考えています。

・以上が、第1四半期決算の実績に関する説明となります。
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（説明省略）
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（説明省略）
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・それでは、通期業績見通しについてご説明します。
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・2019年3月期の通期業績見通しについては、期初計画からの変更はありません。売上高は前期

比2.1％増の4,140億円、営業利益は前期比6.9％増の350億円、親会社株主に帰属する当期純

利益は前期比13.0％増の233億円の増収増益の計画です。

・第1四半期は立ち上がり好調といえる内容でしたし、事業環境も引き続き良好だと考えています。

但し、これに油断することなく、引き続き案件獲得・受注積上げ等を推進することにより、期初計

画の達成確度向上を図ってまいりたいと考えています。

・なお、当期も総還元性向を採用していることに伴い、5月から7月にかけて、総額約42億円の自己

株式の取得を行いました。これによって、期初計画値を前提とする総還元性向は40.1％となる見

込みであり、また、1株当たり当期純利益の予想値も275.04円と、期初時点から若干上昇する見

込みとなっています。

・以上で、説明を終了させていただきます。
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（説明省略）
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（説明省略）
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（説明省略）
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（説明省略）
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（説明省略）
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（説明省略）
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（説明省略）
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（説明省略）
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（説明省略）
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